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SIP 第 2 期始動

　戦略的イノベーション創造プログラ
ム（SIP：エスアイピー）は、科学技
術イノベーションを実現するために
2014年に創設された国家重点プログ
ラムです。内閣府に設置された総合科
学技術・イノベーション会議（CSTI）
がその司令塔機能を発揮して、社会的
に不可欠で、日本の経済・産業競争力
にとって重要な課題、プログラムディ
レクター（PD）および予算配分を決
定します。府省および産学官連携の下、
基礎研究から実用化・事業化までの道
筋すなわち出口戦略を明確化した研究
開発を推進することがこのプログラム
の大きな特徴です。
　防災科研ニュースNo.201で紹介し

大規模災害を力強くしなやかに乗り越えるために
国家レジリエンス研究推進センターの取り組み

た第1期（2014 ～ 2018年）の「レ
ジリエントな防災・減災機能の強化」
に続いて、第2期（2018年～）でも
12課題の1つとして防災・減災分野
の「国家レジリエンス（防災・減災）
の強化」が設定されました。研究開
発計画の策定や推進を担うPDには
堀宗朗東京大学地震研究所巨大地震津
波災害予測研究センター教授・セン
ター長（現 国立研究開発法人海洋研
究開発機構付加価値情報創生部門部門
長）が選ばれています。
　発生の切迫性が高まっている南海ト
ラフ地震等の大規模地震災害や火山災
害、気候変動によって激甚化する線状
降水帯、スーパー台風等による風水害
に対して、国民1人ひとりの確実な避
難と広域経済活動の早期復旧を実現す

るために、国や市町村の意思決定を支
援する情報システムを研究開発し、実
用化することがこの課題の目標です。
具体的には図1に示すとおり、政府の
災害対応における「避難・緊急活動支
援統合システム」と市町村の災害対応
における「市町村災害対応統合システ
ム」の2つの統合システムを開発する
2つの研究開発項目が柱になります。
さらに、政府の災害対応については、
大規模災害に関わる災害関連情報シ
ステムを開発する3つの研究開発項目
と、気候変動に関わる災害関連情報シ
ステムを開発する2つの研究開発項目
を合わせて、7つの研究開発項目が設
けられています。

大規模な地震や火山災害、気候変動により激甚化する風水害から、国全体の被害を最小化
するためには、政府と市町村の対応力を今以上に強化し、国民 1 人ひとりの命を守る確実
な避難、広域経済活動の早期復旧を実現していかなれければならない。衛星や AI 等を活用
した新技術の研究開発を行い、その成果を府省庁や市町村で最大限にいかすべく活動中。
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帯観測・予測システム開発」の3つの
研究開発項目の研究開発機関（研究責
任者の所属機関）として、また「Ⅲ．広域
経済早期復旧支援システム開発」「Ⅶ．
市町村災害対応統合システム開発」の
2つの研究開発項目の共同研究開発機
関として、それぞれ選定されました。
　これを受けて防災科研は、堀PDの
下で関係府省、共同研究開発機関およ
び協力機関と、また研究開発項目間で
緊密に連携し、これらの取り組みを総
合的に推進するために、その拠点とし 
て「国家レジリエンス研究推進セン
ター」を2018年12月1日に設置し、
12月10日にはセンターのキックオフ
ミーティングを開催しました。本セン 
ターは、センター長、副センター長、
研究推進室、各テーマの研究統括、
コーディネーター等のメンバー 57名

（2019年5月10日現在）で構成され
ています。研究開発機関の研究責任者
と社会実装責任者、共同研究開発機関
の主たる共同研究者と社会実装担当者

国家レジリエンス研究推進センター

　「第5期科学技術基本計画」（平成
28年1月22日閣議決定）では、目指
すべき国の姿として、国及び国民の安
全・安心の確保と豊かで質の高い生活
の実現が掲げられ、災害を予測・察知
してその正体を知る技術、発災時に被
害を最小限に抑えるために、早期に被
害状況を把握し、国民の安全な避難行
動に資する技術や迅速な復旧を可能と
する技術等の研究開発を推進すること
が取り上げられています。防災科学技
術研究におけるイノベーションの中核
的機関の形成を中長期目標に掲げてい
る防災科研は、SIP第2期の課題「国
家レジリエンス（防災・減災）の強化」 
に貢献することは、この基本計画およ
び目標達成に合致すると考え、管理法
人による公募に積極的に応募しまし
た。その結果「Ⅰ．避難・緊急活動支
援統合システム開発」「Ⅱ．被災状況解
析･共有システム開発」「Ⅴ．線状降水

逃げ遅れによる死者ゼロ、広域経済の早期復旧を目指して

が、センターでは、それぞれ研究統括と 
コーディネーターに任じられています。
　防災科研が取り組んでいる各研究開
発項目の具体的な研究開発内容は、こ
の後に続く各研究統括による記事をご
覧ください。

おわりに

　当センターの役割は、多くの関係機
関および研究開発項目間の緊密な連携
を円滑に行い、効果を最大化すること
により、SIP課題「国家レジリエンス

（防災・減災）の強化」の目標達成に貢
献することです。災害時における確実
な避難や緊急活動のための意思決定を
支援する情報を、必要とする所へきち
んと伝えていくこと。これにより、国
全体が国難規模の災害を乗り越える力
を持つことにつなげたいと考えていま
す。この活動を通じて、防災科研が防
災科学技術研究におけるイノベーショ
ンの中核的機関にさらに1歩も2歩も
近づけるよう努力したいと思います。

大規模災害に対して広域避難・緊急活動を
確実に実施し、国民一人ひとりに対して避難
に必要な災害情報の提供を実現する避難・
緊急活動支援統合システムを開発。

避難・緊急活動支援Ⅰ

大量の災害情報をAI処理し、必要な情報を自動抽出することで、避難対象エリアや避難勧告・
指示タイミングの判断の支援を行う市町村災害対応統合システムを開発。

市町村災害対応

大規模災害
気候変動

地域BCPの作成や、主要インフ
ラ被災状況の迅速なモニタリン
グに基づいた最適な応急復旧
の支援を行う広域経済早期復旧
支援システムを開発。

広域経済早期復旧支援Ⅲ

スーパー台風による高潮・高波、
河川水位、氾濫エリアを予測する
スーパー台風被害予測システムを
開発。

スーパー台風対策Ⅵ

連携

線状降水帯対策Ⅴ
線状降水帯による水害・土砂災害か
らの避難エリアの指定や、避難勧
告・指示のタイミング判断のため、観
測と分析を組み合わせた線状降水
帯観測・予測システムを開発。

災害時の緊急的な水源確保や
渇水被害の軽減のため、地下水
障害に対応して持続可能な地下
水取水可能量を把握する災害
時地下水利用システムを開発。

水資源の効率的確保Ⅳ

衛星データやビッグデータをAI等を活用し
て解析することで被災状況を把握し、ニー
ズに応じて共有する被災状況解析・共有シ
ステムを開発。

被災状況解析・予測Ⅱ

Ⅶ

政府の災害対応

市町村の災害対応

図1　SIP第2期の課題 「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」の概要




